
韓国の団体交渉と労使協議制度の現状と特質

安 熙 卓

〔要 旨〕

本稿は、韓国における企業レベルの労使関係制度として、団体交渉制度と労使協議制

度の現状とその特質について論じたものである。韓国の団体交渉は、労働組合の組織形

態が日本と同様、企業別組合であるため、団体交渉も企業別交渉が一般的である。また、

2011年から1企業に複数組合が認められたことで、団体交渉が問題とされたが、複数組

合下での団体交渉は交渉窓口を一本化し、組合員全体の過半数で組織された労働組合が

交渉代表組合となって、団体交渉が行われる。その団体交渉の結果は、団体協約として

締結され、他の組合員にも適用される。一方、韓国の労使協議制度は、日本におけるそ

れとは異なっており、法律によって労使協議機関の設置が義務付けられている。労使協

議機関で取り上げられる事項と団体交渉事項との間には重複している場合が多く、団体

交渉の前段階という意味合いが強い。労使協議制度は韓国の労使関係において団体交渉

とならんで重要な役割を果たしているといえる。

はじめに

労使関係における労働者側と使用者側との関係は二つに区分される。一つは、労使対立

を前提とした団体交渉制度であり、もう一つは労使協力を前提とした労使協議制度である。

一般に、団体交渉制度と労使協議制度は、企業経営上の意思決定過程に労使双方の代表が

参加し、直面する諸問題に関して対等な立場で平和的に交渉・協議・決定する労使関係の

中心機構であるといえる。また、両者は労使間の意見を調整する民主的な統合機構であり、

労使紛争の未然防止や産業平和の維持発展のために必要とされる先行的過程であるという

ところに共通点がある。

しかし、両者の関係を明確に区分することは困難であるが、労使間の交渉対象事項や交

渉方法・手続きなどにおいて、次のように区分することができる。すなわち、団体交渉制

度は賃金・労働時間など労働条件に係わる労使間の利害対立事項を対象とする集団的な労

使交渉・決定過程であり、労働協約の締結または更新のための必須過程である。一方、労

使協議制度は企業経営・生産などの問題に係わる労使間の利害共通事項を対象とする労使
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協議機関であり、労使協力関係の強化を目指す諮問機構的な性格をもつものである。

本稿では、韓国における団体交渉制度と労使協議制度の現状とその特質について考察す

る。

Ⅰ．韓国の団体交渉制度

1．団体交渉制度の確立

韓国の団体交渉制度は、第二次世界大戦後の1953年に「労働組合法および労働関係法」

の制定によって初めて確立された1。その後、政府の労働政策の変化や数回にわたる労働

組合法の改正があり、多くの制約を受けながら今日に至っている。

韓国では、1971年12月27日に公布された「国家防衛に関する非常措置法」によって、団

体交渉権や団体行動権は厳しく制約されていた。労働組合運動に対する制約が多少緩和さ

れたのは、労働組合法および労働関係法の大幅な改正（1980年）と国家防衛に関する非常

措置法が廃止（1981年）されてからである。特に、このような状況は、1987年の「6．29民

主化宣言2」を契機として大きく変化した。この民主化宣言以降の急激な労使紛争の深刻

化や労働組合の「先罷業・後交渉」という不法な団体交渉が展開される中で、1987年11月

に労働組合法が改正され、団体交渉制度の規定もかなり明確になった3。

韓国の憲法第33条1項では、労働条件の向上のための労働者の自主的な団体交渉権を保

障している。また、労働組合法第1条では、労働者の労働条件の維持・改善および福祉増

進による経済的・社会的な地位の向上と国民経済の発展に寄与することを目的とした労働

者の自主的な団体交渉権を保障しており、労働組合法第2条においても労働組合の団体交

渉のための正当な行為に対して、刑事上の免責を規定している。さらに、労働組合法第33

条1項では、「労働組合代表者または労働組合より委任を受けた者は、その労働組合また

は組合員のための使用者や使用者団体と労働協約の締結その他の事項に関して交渉する権

限を有する」と規定し、労働組合の交渉権限を明文化している4。

一方、労働組合法第33条5項では、「使用者または使用者団体は労働組合の代表者また

は労働組合より委任を受けた者との誠実な団体協約締結を正当な理由なく、拒否または回

避することはできない」と使用者側の誠実な交渉義務を規定している。さらに、同法第39

条3項では、労働組合の代表者または労働組合より委任を受けた者との労働協約締結、そ

の他の団体交渉を正当な理由なく、拒否または回避する使用者の行為を不当労働行為とし

て禁止するとともに、使用者の誠実な交渉義務を規定している5。
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以上のように、韓国の団体交渉制度は、憲法および労働組合法の法的保護規定によって、

労使双方の権限や義務の関係がかなり明確にされている。

2．団体交渉の構造

団体交渉の構造とは、どのような労使の組織がいかなる集団を代表して、だれを相手に、

どのような事項について交渉するか、という問題である。ここでは、団体交渉の主体、対

象、方式、手続きについて概観する。

⑴団体交渉の主体

団体交渉の主体ないし当事者は、労働側としては労働組合、使用者側としては使用者ま

たは使用者団体である。団体交渉における労使代表交渉委員の構成に関する労働組合法の

規定は次のとおりである。労働組合側の代表は、単位労働組合の代表者または単位労働組

合より委託を受けた者であるが、交渉を委任する場合には単位労働組合の総会または代議

員会の議決を経て、当該労働組合が加入している上部団体である労働組合または上部団体

より交渉委員として指名された者に委任することができる6。また、団体交渉を委任する

際には、委任団体の名称、代表者、委任事項などを使用者または使用者団体および行政官

庁に報告しなければならない。

一方、使用者側の代表は、使用者（法人企業の場合は代表理事、個人企業の場合は事業

主個人）と使用者団体（労使関係の構成員である使用者を調整または規制することができ

る権限をもつ使用者の団体）の代表である（労働組合法第4条、第5条）7。

団体交渉の主体は以上のとおりであるが、実際の団体交渉は労働組合側と使用者側の代

表とともに労使交渉委員として指名や委任された者の参加によって行われることが多い8。

団体交渉委員の構成をみると、韓国では団体交渉委員は、労使同数の代表交渉委員によっ

て構成されている。団体交渉委員会の議長は、労使代表委員の輪番制によって決められ、

労使双方の代表委員は、団体交渉過程への参加が義務づけられている。また、労使双方は

幹事1名をそれぞれ選出し、団体交渉に必要な事前の準備、交渉事項記録、交渉後の措置

などの業務を担当することになっている9。

⑵団体交渉の対象

団体交渉の対象となる事項の範囲を明確に規定することはきわめて困難である。なぜな

らば、労働組合側は団体交渉の対象事項の範囲を賃金と労働条件に限定せず、その他のさ
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まざまな事項まで拡大すべきであると主張し、使用者側は賃金および労働条件に交渉の範

囲を限定すべきであると主張するなど、労使の主張は対立しているからである。

韓国の団体交渉対象事項に関する労働組合法では、「労働組合または組合員のための団

体協約の締結とその他の事項」と規定しており（第33条1項）、労働組合と組合員のため

の具体的な交渉対象事項の内容については明確には表現していない。また、同法第1条も

「労働者の労働条件の維持改善および福祉増進を目的とする」労働組合の団体交渉権は保

障しているが、その目的達成のための団体交渉対象事項の範囲は明確にしていない。この

ような不明確な規定は団体交渉対象事項の範囲をめぐる労使間の紛争要因にもなっている。

かくして、労使間の自主的な合意による具体的な交渉事項の決定が必要となる10。

韓国労働組合総連盟と韓国経営者総協会がそれぞれ主張している団体交渉対象事項の範

囲をみると、次のとおりである。

まず、韓国労働組合総連盟が規定している団体交渉対象事項は、①労働組合活動に関す

る事項、②人事に関する事項、③賃金および労働条件に関する事項、④労働時間に関する

事項、⑤安全・保健・災害に関する事項、⑥経営成果の公正な分配に関する事項、⑦生産、

機械速度および作業強度に関する事項、⑧工場閉鎖、休業、合弁、分割、下請、事業の拡

大および縮小に関する事項、⑨その他団体交渉に該当する一切の事項である。このように

韓国労働組合総連盟は、労働条件をはじめとする経営・生産・人事に関する多くの事項ま

で団体交渉の対象としており、かなり広範囲にわたっている11。

一方、韓国経営者総協会が団体交渉標準案第52条に規定している団体交渉の範囲は、①

賃金および労働条件に関する事項、②作業施設および環境に関する事項、③福利厚生に関

する事項、④組合活動に関する事項、⑤団体協約の改廃に関する事項となっている12。こ

のように労使双方による団体交渉の対象事項をめぐっては大きな隔たりがある。

⑶団体交渉の方式

団体交渉の方式とは、団体交渉の主体が選択し、実行する団体交渉の技術的・形態的側

面での方法や形式を言う。団体交渉の方式は、労働組合と使用者間の合意によって決定さ

れる。したがって、労働関係当事者のうち、ある一方が特定の交渉方式で交渉するよう主

張し、これを受け入れるよう相手に要求したとしても相手がその交渉方式を受け入れなけ

ればならない義務はない。たとえば、ある産業別労働組合が当該産業の使用者らに集団交

渉に応じるよう要求したとしても使用者らは集団交渉を拒否し、個別交渉を主張すること

ができる。また、使用者の主張が合理的な根拠なしに団体交渉を拒否しているとは思わな

商経論叢 第59巻 第2号―30―



い限り不当労働行為に当たらない。ただし、特定の方式の団体交渉を行うことを団体協約

にあらかじめ規定または合意した場合には、その団体協約あるいは合意が有効である限り、

労使関係当事者はその合意を遵守して合意された団体交渉の方式によって交渉を実施しな

ければならない13。

団体交渉の方式を分類する方法としてはいろいろあるが、交渉の主体や団体交渉の戦術

などによって分類できる14。まず、団体交渉の主体からみると、次のような方式がある。

① 企業別交渉

企業別交渉とは、特定の事業場内の労働組合と使用者との間で行われる団体交渉である。

企業別支部・分会など超企業単位労働組合の企業別傘下組織が単位労働組合の委任を受け

て独自的に相手の個別事業場の使用者と行う団体交渉も企業別交渉に含まれる。

個別事業または事業場単位の団体交渉であるから団体交渉を進行する過程では原則的に

団体交渉窓口単一化手続きを経なければならない15。もちろん当該企業または事業場の労

使関係当事者が任意で窓口単一化の手続きを経ないで団体交渉を行ったからといって団体

交渉が無効になることはない。企業別交渉は個別企業が持つ特殊性を反映して具体的で詳

細な事項に関する交渉を行うことができるメリットがある。一方、個別事業または事業場

の特殊な状況に集中するため、産業や地域全体の問題を度外視ないし当該企業の利益のみ

を追求する恐れがあるというデメリットもある16。

韓国の労働組合の組織形態は、企業別組合が一般的であるため、団体交渉は個別企業の

使用者と当該企業の企業別組合によって行われる場合がほとんどである。

② 対角線交渉

対角線交渉とは、産業別または地域別労働組合など超企業単位労働組合と個別事業場の

使用者との間で行われる団体交渉である。対角線交渉は、超企業単位労働組合に対応する

使用者団体がないか有名無実で、所属使用者らに対する統制権を喪失した場合または個別

事業場に特殊な事情があって労使双方が了解した場合に採択される。団体交渉を行う目的

が団体協約を締結するためのものかまたは団体協約締結目的以外の事項に関するものかに

関係なく対角線交渉の方式が利用できる。すなわち、団体交渉対象事項が団体交渉の解釈・

適用に関するものや組合員の人事に関する事項であっても対角線交渉方式で団体交渉が可

能である。

超企業単位労働組合の他に連合団体である労働組合も団体交渉の主体となれることから、

産業別連合団体も対角線交渉の方式で所属単位労働組合の委任を受け、その単位労働組合

の使用者と交渉することができる。
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対角線交渉は、労働組合の影響力がある主要事業または事業場の使用者を選択するかま

たは交渉力が脆弱で労働組合側の主張を比較的に容易に貫くことができると判断される事

業または事業場の使用者を選択し、模範協約を締結した後、これを同一産業または地域内

の他の使用者らに受け入れさせるよういわゆる「パタン―交渉」の手段として活用される

こともある17。

③ 共同交渉

共同交渉とは、企業別単位労働組合から委任を受けた連合団体である労働組合と当該企

業別単位労働組合または産業別労働組合など超企業単位労働組合と当該超企業単位労働組

合傘下の支部・分会が共同で、個別使用者と交渉する団体交渉方式である。

団体協約の締結を目的とした交渉だけでなく、団体協約の解釈・適用に関する事項、組

合員の人事に関する事項など、団体協約の締結が目的でない団体交渉も共同交渉の形態と

して行うことができる。企業別交渉を実施しながら産業別労働組合に所属している者が交

渉委員として参加したり、連合団体に所属している者が交渉委員として参加するのも共同

交渉の1つの類型といえる。

共同交渉の場合にも企業別単位労働組合または超企業単位労働組合の支部・分会などが、

連合団体である労働組合または超企業単位労働組合とともに使用者に団体交渉を要求する

と、労働組合及び労働関係調整法第29条の2以下の規定により団体交渉の窓口単一化手続

きが開始される18。

④ 集団交渉

集団交渉とは、同一の地域または同一の業種に属するなど、お互いに密接な共同の利害

関係をもつ企業別単位労働組合が、その労働組合に対応する使用者らと団体交渉を行う方

式である。企業別単位労働組合が連合団体など、上級団体に所属していないか上級団体が

組織されていない場合に行われる交渉方式である。

集団交渉は、同一地域または同一業種に共通した事項に対する団体協約を締結するため

に行われる場合が多い。個別企業の特殊な事項に関する団体交渉は、対角線交渉や個別交

渉、共同交渉などの方式で行うのが合理的である。

集団交渉方式では、団体交渉の当事者が企業別単位労働組合であるから当該労働組合が

「労働組合及び労働関係調整法」第29条以下の窓口単一化規定により所属事業または事業

場で交渉代表労働組合の地位を確保しておかなければならない。

もしある特定事業場に集団交渉に参加した労働組合の他に交渉に参加していない他の労

働組合が存在しており、両労働組合が交渉窓口の単一化を行わないと個別交渉で合意をし
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たならば、共同の利害関係に対する統一的交渉という集団交渉の目的を達成することは困

難である。このような状況においては使用者が集団交渉方式を拒否する可能性が高い19。

⑤ 統一交渉

統一交渉とは、産業別または地域別労働組合など、超企業単位労働組合とそれに対応す

る産業別または地域別使用者団体が当事者となって団体交渉を行う方式である。労働組合

が産業別または地域別に組織されており、傘下の組織に対する統制力を確実に確保してい

ると同時に、使用者らが使用者団体を通じて団体交渉に応じるよう圧迫できる十分な勢力

を形成しているとき、可能な交渉方式である。しかし、超企業単位労働組合が存在してい

るとしても使用者団体が所属している使用者らに対する統制力を喪失した場合や大多数の

使用者が脱退して使用者団体の存在が有名無実した場合には、集団的対角線交渉方式の団

体交渉は可能であるが、統一交渉方式は採択するのが難しい。

統一交渉は労働組合が交渉力を強く行使することができることと、当該産業または地域

全体に共通した問題に関して統一的な交渉と解決が可能であるというメリットがある。一

方、当該産業または地域に共通した事項に関する交渉のみが可能であるため、個別企業が

もつ特殊性を反映した交渉を行うのが困難で補充交渉として企業別交渉が伴われざるを得

ないデメリットがある。

実際、韓国の民主労総傘下の全国金属労働組合や韓国労総傘下の全国金融産業労働組合

などが統一交渉を実施しているが、主要要求事項と共通の賃上げ率などについてのみ交渉

を行っているものの、支部・分会レベルの具体的な賃上げ率やその他労働条件については、

各支部・分会レベルの交渉で行われるようにしている。統一交渉においては、原則的に交

渉窓口の単一化手続きは適用されないが、事業または事業場単位の補充交渉が行われるた

めには、当該事業または事業場内で交渉窓口の単一化手続きを経なければならない20。

つぎに、団体交渉の戦術・戦略からみた場合、次の2つの形態がある。

① パタン―交渉

パタン―交渉とは、労働組合が産業や地域全般にわたって影響力のある主要産業または

事業場の使用者を選択または交渉力が脆弱で労働組合側の主張を比較的に容易に貫くこと

ができると判断される事業または事業場の使用者を選択し、団体交渉を行い、模範団体協

約を締結した後、その団体協約の内容や水準を同一産業または同一地域内の他の使用者ら

が締結する団体協約に受け入れてもらう交渉方式である。

パタン―交渉方式においては、団体協約の締結のための団体交渉が行われる期間中は、

他の事業または事業場では団体交渉を開始せず、その結果を待つのが一般的である。
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パタン―交渉は、主に産業別または地域別の超企業単位労働組合が個別使用者らを相手

に団体交渉を行う対角線交渉または集団的対角線交渉方式の団体交渉が行われる場合に、

労働組合側が選択できる交渉戦略の一つである21。

② 集中交渉

集中交渉とは、団体交渉に臨む労働組合と使用者が迅速な団体交渉の進行と終了のため、

当事者が合意した期間の間に、通常の場合より多くの回数の団体交渉を集中的に行うこと

である。集中交渉は、特定の交渉議題に関する迅速な合意が必要であるという労使間の認

識が一致した場合に可能である。集中交渉は、主に迅速な交渉妥結とその妥結結果に伴う

早い団体協約の締結のために行われる22。

⑷団体交渉の手続き

団体交渉の実施手続きは、交渉の対象や方式によって多少異なるが、一般的な実施手続

きは、次のような4段階に区分される23。

① 団体交渉の準備段階

これは団体交渉の円滑な進行に必要な労使双方の交渉委員会の構成、交渉対象事項、交

渉時期、交渉場所などに関する交渉準備段階である。特に、労使の交渉委員の数や資格要

件、幹事および交渉代表の選出、就業時間内の団体交渉活動や賃金保障、交渉開催時期、

交渉場所の整備、その他の交渉対象事項などに関する労使双方の合意が必要とされるが、

以前の団体協約で明確に規定しておくことも可能である。

② 団体交渉の開始段階

これは交渉を申請・要請する段階、すなわち団体交渉開始の日時、場所、出席交渉委員

の名簿、交渉案などに関する内容を文書または口頭で相手方に通知する段階である。団体

交渉の要請は一般に、7日前までに文章で知らせることが必要であり、団体交渉の要請を

受けた相手方は3日前までに応諾の可否を通知しなければならない。また、団体交渉の対

象事項については、具体的内容と根拠となる資料の提供が必要である。同時に、労使の交

渉委員は交渉事項の体系化と交渉方向の設定、交渉の円滑な進行のための合理的な交渉戦

略の策定や具体的な対策を講ずることになる。

③ 団体交渉の実施段階

これは労使双方の交渉案として提出された事項について、その根拠の説明や関連資料の

提出を行い、相手方の提案に関する自身の意見や代案を提示しながら交渉を実施する段階

である。この段階では、労使双方の要求事項別に交渉する個別交渉方式とすべての要求事
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項を総括して交渉する一括交渉方式があるが、交渉対象事項の性格や内容に応じた交渉方

式の活用が必要となる。また、団体交渉の効率的な運営のためには、実務会議、縮小会議、

調整委員会、小委員会、分科委員会といった会議方法の活用が必要となる場合もある。

④ 団体交渉の妥結段階

これは団体交渉実施の結果、労使双方の交渉代表が交渉案について最終妥結する段階で

ある。労使双方の合意によって妥結して交渉内容は、団体協約として文章化され、労使双

方が署名捺印して行政官庁に提出することになっている。

団体協約の署名捺印は、労使双方によって行われる。

⑸複数組合下の団体交渉

「労働組合および労働関係調整法」第29条の2（交渉窓口の単一化手続き）では、一つ

の事業または事業場において、組織形態に関係なく勤労者が設立したり、加入したりする

労働組合が二つ以上ある場合は、労働組合は交渉代表労働組合を定めて交渉を要求しなけ

ればならないと規定している。ただし、第2項によって交渉代表労働組合を自律的に決定

する期限内に、この条で定める交渉窓口の単一化手続きを経ないことに使用者が同意する

場合は、その限りではないとしている24。

① 複数組合の認定と交渉窓口一本化制度の導入

2011年から許容された事業所内の複数組合の認定とともに、交渉窓口の一本化制度が導

入された。交渉窓口一本化制度とは、1つの事業または事業場で組織形態に関係なく、労

働組合が2つ以上存在する場合、労働組合は、交渉代表組合を決めて交渉を要求しなけれ

ばならないというものである。すなわち、一つの事業（場）内に組織されている労組は原

則的に組織対象が重複しているため、組織形態に関係なく交渉を単一化（1社1交涉）す

るということである。ただし、使用者が交渉代表組合の自律的決定期間内に個別交渉に同

意した場合は、個別交渉が可能である。自律的交渉代表労組の決定期限は、交渉を要求し

た労働組合が確定または決定した日から14日目にまでを期限とする。自律的決定期間内に

交渉代表組合の決定が失敗した場合、参加組合の組合員全体の過半数で組織された労働組

合が交渉代表組合となる。2つ以上の労働組合が委任または連合などの方法で組合員全体

の半数以上になる場合も過半数組合に含まれる25。

過半数組合が存在しない場合は、参加労働組合が共同で構成した交渉代表団を交渉代表

組合とするが、この代表団には、組合員数が参加労働組合の組合員全体の10％以上の労働

組合のみが参加できる。そしてこのような共同交渉代表団が構成されなかった場合、労働
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委員会は当該労働組合の申請により、組合員の割合を考慮して交渉団の構成を決定するこ

とができる26。

決定された交渉代表組合は、交渉を要求したすべての労働組合または組合員のために（事

業場の全労働者ではない）使用者と交渉することができる。この排他的交渉地位が確立さ

れると、使用者は交渉代表組合ではない労働組合の団体交渉要求を拒否できる。また、交

渉代表組合と使用者は、参加労働組合またはその組合員間に合理的な理由なく差別しては

ならないと、法律により使用者と交渉代表組合双方に公正代表義務が課されている27。

交渉代表組合の地位は、使用者と締結した最初の労働協約の有効期間が2年である場合

はその期間満了日まで、2年以内の場合には労働協約の効力発生日を基準に2年になる日

まで維持されるとし、交渉代表たる地位が一時的なものではないと規定している28。

② 団体交渉の交渉窓口一本化手続

韓国の窓口一本化における交渉代表は、アメリカの排他的交渉代表のように交渉単位内

の非組合員を含む全従業員を代表するのではなく、単に参加組合の全組合員を代表するも

のである。したがって、一定の単位内の全従業員を当然に代表するという従業員代表機能

を持つものではない。ただし、事業場内の参加組合の組合員数が全従業員の過半数になる

場合には、少数組合が協約を締結していない限り、一般的拘束力による協約の拡張適用が

可能となる29。

従前は、1つの過半数組合が協約を締結した場合にこのような拡張適用が可能であった

が、窓口一本化制度の下では、複数の組合が参加して事業場の過半数となる場合にも、当

該交渉代表組合の協約について拡張適用が可能となる。そして、交渉窓口一本化により交

渉代表組合は少数組合をも代表する結果、使用者は少数組合からの団体交渉要求を拒むこ

とができることとなった30。

団体交渉において、交渉窓口一本化手続の導入によって事業所内に複数組合が存在する

場合、特に過半数組合が存在する場合は、少数組合はその団体交渉権が制限される31。

⑹団体協約の締結と効力32

① 団体協約の作成

韓国の「労働組合および労働関係調整法」第29条（交渉および締結権限）では、「労働

組合の代表者は、その労働組合または組合員のために使用者または使用者団体と交渉し団

体協約を締結する権限を有する」としている。団体協約は、労使双方が署名捺印した書面

をもって作成する。労使は協約締結日から15日以内に行政官庁に申告しなければならず、
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行政官庁は協約内容のうち違法な部分に対しては労働委員会の議決を得て是正を命ずるこ

とができる。

② 団体協約の効力

団体協約とは、労使間に組合員の勤労条件などの個別的な勤労関係と、使用者と労働組

合間の集団的な労使関係に適用する規律を定めた協定である。個別的な勤労関係を定めた

勤労条件と勤労者の待遇に関する部分は、就業規則と勤労契約よりも優先して適用される。

従って、団体協約で定める事項より劣った就業規則と勤労契約は無効になり、その部分は

団体協約に従うことになる。

③ 団体協約の有効期間

団体協約の有効期間は2年を超過することができない。労使は2年を超過しない期間内

で有効期間を定めなければならず、その期間の定めがない場合には、有効期間は2年にな

る33。また、協約効力の満了後、新たな協約が締結されない場合には、特約がなければ既

存協約の効力を3月間延長適用して協約更新の猶予期間を設けている。労使が合意して新

協約が締結されるときまで、既存の協約を適用するとの団体協約の自動延長条項に合意し、

これを認めて解除しようとする場合には、6カ月前に相手方に通告することによって既存

の協約を解除することができる。

④ 団体協約の効力拡張

団体協約は、一般的にその締結当事者である労働組合の組合員に対して効力を及ぼすも

のであるが、一定の要件のもとでその効力範囲を事業場全体に拡げる制度（全地域に拡大

する制度もあるが、特殊な場合であるので省略する）をもっている。

「労働組合および労働関係調整法」第35条（一般的拘束力）では、「一つの事業または事

業場に常時使用されている同種の勤労者の半数以上が、一つの団体協約の適用を受けるこ

とになったときは、当該事業または事業場に使用されるほかの同種の勤労者に対しても、

当該団体協約が適用される」と規定している。

3．団体交渉制度の現状

⑴団体交渉委員の選出方式

団体交渉の前に労働組合は、組合員の意見を収斂して賃金引き上げ要求案を作って交渉

委員を確定する。韓国労働研究院（1990）の「労働組合実態調査」によると、団体交渉委

員の選出は、「総会または代議員大会で選出」する労働組合が45．4％で最も多く、次いで

「委員長が任命」（28．8％）、「常務執行委員会で選出」（18．9％）順である。
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図表1 団体交渉委員の選出方式 （単位：％）

区 分 委員長が任
命

総会・代議
員大会で選
出

常務執行委
員会で選出

その他の会
議で選出 計

金属労働組合連盟
繊維労働組合連盟
化学・ゴム労働組合連盟
鉱山労働組合連盟
通信・港湾・海員労組連盟
自動車・タクシー労組連盟
金融・保険・事務金融労組連盟
その他

26．9
23．3
33．8
20．0
32．3
24．9
50．0
27．2

42．4
33．3
45．1
60．0
41．9
61．5
14．6
42．2

22．1
40．0
16．4
16．0
19．4
6．1
33．3
21．4

8．5
3．3
4．7
4．0
6．5
7．5
2．1
9．2

100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0

全 体 28．8 45．4 18．9 6．9 100．0
出所：朴徳済・朴基性『韓国の労働組合（Ⅱ）』韓国労働研究院、1990年、p．103。

産業別労働組合連盟別でみると、金融・保険・事務金融労組連盟傘下労組では、50．0％

が委員長が任命しており、自動車・タクシー労組連盟と鉱山労働組合連盟傘下労働組合は、

それぞれ61．5％、60．0％が総会または代議員大会で交渉委員を選出している（図表1）。

また、韓国生産性本部の調査（1989）によると、団体交渉における労使の交渉委員数は

平均それぞれ10名以内となっている。労働組合側の交渉委員の選出方法については、「労

働組合の執行部と代議員会の協議によって選出する方式」が38．1％と最も多く、次いで「労

組執行部の協議で単独決定する選出方式」（23．8％）、「労組委員長の指名による選出方式」

（16．7％）の順となっている。一方、使用者側の交渉委員は、事業主ないし代表理事の指

名による方法が多く、一般に人事・労務担当の理事および部・課長が選出されている34。

また、同調査によると、選出された労働組合側の交渉委員が使用者側との団体交渉にお

いて行使できる意思決定権ないし妥結権の所在については、交渉委員の協議による決定方

式を採用している労働組合の割合が43．9％となっている。多くの労働組合において団体交

渉権を行使した交渉委員が同時に妥結権も行使していることがわかる。

しかし、使用者との団体交渉の内容については、労働組合の総会や代議員会の投票を通

して決定するという妥結方式を採用している労働組合も28．0％あり、交渉委員への交渉権

の委任と妥結権を分離して運用している労働組合も少なくない。また、団体交渉の結果が

労働組合委員長によって確定されるという妥結方式も22．2％を占めている35。このように、

団体交渉の最終妥結権が労組委員長に帰属している場合も少なくないことがわかる。
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図表2 団体交渉の方式 （単位：％）

区 分 地域別・業種別
共同交渉 企業別交渉 工場または事業

所別交渉 計

金属労働組合連盟
繊維労働組合連盟
化学・ゴム労働組合連盟
鉱山労働組合連盟
通信・港湾・海員労組連盟
自動車・タクシー労組連盟
金融・保険・事務金融労組連盟
その他

12．4
36．5
15．6
30．8
33．3
67．6
19．6
16．8

67．9
46．0
62．4
61．5
55．6
28．1
76．1
67．6

19．7
17．5
22．0
7．7
11．1
4．3
4．3
15．6

100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0

全 体 27．8 57．2 15．0 100．0
出所：朴徳済・朴基性『韓国の労働組合（Ⅱ）』韓国労働研究院、1990年、p．101。

⑵団体交渉の方式

団体交渉は、賃金引き上げのための交渉と賃金以外の事項に関する協約締結のための交

渉に分かれる。団体交渉の方式は、労働組合の組織形態や労使慣行などによってかなり異

なったものとなる。企業を超えて横断的に組織された産業別組合や職業別組合が一般的な

西欧諸国における団体交渉方式と企業別組合が基本となっている日本や韓国のそれとは大

きく異なっている。

韓国労働研究院（1990）が実施した「労働組合実態調査」によると、韓国で実施されて

いる団体交渉（賃金交渉）方式は、企業別交渉方式を採用している労働組合の割合が57．2％

と最も多く、地域別・業種別の共同交渉方式は27．8％、工場または事業所別交渉方式は

15．0％となっている（図表2）。産業別労働組合連盟別に交渉方式の割合をみると、企業

別交渉は金融・保険・事務金融労組連盟（67．6％）で、地域別・業種別の共同交渉は自動

車・タクシー労組連盟（67．6％）で、工場または事業所別交渉は化学・ゴム労組連盟

（22．2％）で、それぞれ最も多く採用されている36。

また、団体交渉における交渉対象の処理方式をみると、賃金事項と賃金以外の事項を分

離して交渉・妥結する方式を採用している労働組合が79．0％を占めているのに対して、賃

金項目と賃金以外の項目を包括して交渉する労働組合は21．1％にすぎない37。これは労働

組合法上の賃金に関する団体協約の有効期限（1年）と賃金以外のそれの有効期限（2年）

の差異に起因しているものと考えられる。

さらに、賃金および賃金以外のあらゆる事項を一括して交渉する方式を採用している労

働組合の割合が最も高い産業別労働組合連盟は、通信・港湾・海員労働組合連盟（36．7％）、

自動車・タクシー労連（28．0％）である。これに対して、二つの交渉を分離して別々に交
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図表3 団体交渉の回数 （単位：％）

区 分 1－2回 3－5回 6－10回11－15回16－20回21回以上 計 平均
100人未満
100－299人
300－999人

1，000－4，999人
5，000人以上

14．8
10．4
10．1
17．8
0．0

41．6
35．1
32．8
33．3
41．7

28．4
31．8
36．1
20．0
25．0

9．5
15．6
11．8
17．8
16．7

1．6
3．3
3．4
4．4
0．0

4．1
3．8
5．9
6．7
16．7

100．0
100．0
100．0
100．0
100．0

6．9回
7．6回
8．1回
8．0回
10．2回

全 体 12．2 37．2 30．2 12．7 2．9 4．7 100．0 7．5回
出所：朴徳済・朴基性『韓国の労働組合（Ⅱ）』韓国労働研究院、1990年、p．108。

渉する方式を採用している労働組合の割合が高い産業別労働組合連盟は、化学・ゴム労組

連盟（85．5％）、鉱山労連（84．6％）である38。

⑶団体交渉の回数

団体交渉の実施段階において、交渉開始後団体協約の締結までに行われた団体交渉の回

数に関する韓国労働研究院（1990）の「労働組合実態調査」によると、「3－5回」が37．2％

で最も多く、次いで「6－10回」が30．2％である。調査対象の労働組合全体の平均団体交

渉回数は7．5回となっている。また、労働組合員規模別でみると、労働組合員100名未満の

規模における平均団体交渉回数は「6．9回」であり、5，000名以上の規模では「10．2回」と

なっている（図表3）。このように、規模が大きいほど団体交渉回数が多いが、これは組

合員数が多いほど労働組合の力が強く、組合員の要求が多様で彼らの意思を一つに集約す

るのが相対的に困難であるからであろう。

交渉回数は罷業の有無にも関係する。罷業が起きるということは労使の意見格差がなか

なか縮まらないことであり、これは交渉回数を増大させる可能性が高い。また、労使の交

渉結果を組合員または代議員の賛否にはかる場合もそうでない場合より賃金交渉の回数が

多くなる可能性が高い。韓国労働研究院の調査をみると、罷業があった労組の賃金交渉回

数は平均9．0回と罷業がなかった労組の平均6．2回より多い。また、交渉結果を組合員また

は代議員の賛否にはかる労組の平均賃金交渉回数は7．3回で、そうでない労組の平均6．5回

より多い39。

⑷団体交渉における労使の態度

団体交渉における労使当事者の態度は、団体交渉の成否に直接的な影響を及ぼすもので

ある。韓国でしばしばみられる使用者の権威主義的態度や労働組合側の強圧的・闘争的態
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度は団体交渉の阻害要因となる。団体交渉においては何よりも信義と誠実の原則に立って

平和的に交渉するという労使双方の基本姿勢の確立が必要である。

韓国の労働組合法では、労働組合の正当な団体交渉権と使用者の誠実な交渉対応義務を

規定している。また、韓国経営者総協会の「団体協約標準案」第51条も次のように規定し

ている。すなわち、①団体交渉は信義にしたがって誠実かつ平和的に行うべきであり、正

当な理由なしに当事者の一方がそれを拒否することはできない、②労使双方は団体交渉の

範囲外の事項に対しては交渉を要求してはならない、③当事者の一方に対して暴力・脅

迫・監禁などで身体の自由を拘束したり私生活の安定を脅かしたりしてはならないとし、

団体交渉における労使双方の誠実な態度を要求している40。

韓国の団体交渉における労使双方の態度について、韓国生産性本部が1989年に実施した

調査結果によると、使用者側回答の79．4％が労働組合の交渉態度に失望した経験があると

回答している。その主な理由としては、「労働組合側の非現実的・無条件的な要求」が60．9％

と最も多く、次いで「形式論理だけに集中して本質的な問題を解決しようとしない思考の

硬直性」（20．5％）、「労働組合側の実利だけの要求で名分を無視する態度」（14．9％）の順

となっている41。

一方、使用者の態度に対する労働組合側の不満理由をみると、労働組合側は使用者に対

して「どのように説明しても納得しない相手である」との回答が28．0％と最も多い。

以上のように、団体交渉における労使双方の態度や主張には大きな認識のギャップが認

められる。これは団体交渉に臨む労使の認識不足や相互不信の態度に起因しているといえ

る。

⑸団体交渉をめぐる紛争

韓国では、1987年の「6．29民主化宣言」以後の民主化過程において、きわめて激烈な労

使紛争と「先罷業・後交渉」の不法な団体交渉を経験した。その主な要因は、賃金および

労働条件の改善をめぐる労使間の対立にあったといえる。1987年から1989年の3年間に発

生した7，238件の労使紛争の中で、賃金引き上げ問題に係わる紛争が4，301件で全体の

59．4％を占めており、その他の紛争要因としては、団体協約924件（12．8％）、労働条件改

善723件（10．0％）、解雇242件（3．3％）、賃金未払い163件（2．3％）、不当労働行為134件

（1．9％）、休廃業・操業短縮61件（0．8％）、その他690件（9．5％）となっている42。これ

らの中で特に賃金および労働条件をめぐる労使紛争が5，203件（71．9％）と非常に高い割

合を占めている。このように、当時の団体交渉における労使間の主要対象事項は、賃金お
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よび労働条件であったことが指摘できる。

1990年代に入ると、労使紛争は沈静化して1990年から1992年までの3年間に発生した労

使紛争は791件である。労使紛争の内容としては、賃金引き上げが433件（54．7％）、団体

協約154件（19．5％）、その他123件（15．5％）である。さらに1994年には労使紛争は発生

件数はわずか121件と減少しており、賃金引き上げが52件（43．0％）、団体協約40件（33．1％）

となっている43。

このように1990年代に入ってからは、労使紛争発生の2大原因は賃金引き上げと団体協

約が中心で、賃金と労働協約をめぐる諸問題が団体交渉の主な対象事項となっていたこと

がわかる。

Ⅱ．韓国の労使協議制度

1．労使協議会法の成立

韓国では日本と異なり、常時従業員30人以上の労働者を有する企業は、「労使協議会」

という法的機関を設立することが法的に義務付けられている44。使用者が労使協議会の設

置を拒否または妨害した場合には罰則が適用される。労使協議会は、勤労条件の決定権が

ある事業または事業場単位に設置し、一つの事業に従事する全体勤労者数が30人以上の場

合には、当該勤労者が地域別に分散していてもその主たる事務所に設置しなければならな

い。一つの事業に地域を異なる事業場がある場合には、その事業場においても設置するこ

とができる45。

労使協議会は、朴正煕政権（1960～1979年）の下で、1963年の労働組合法の改正時に導

入され、1980年には労使協議会法が制定された。1980年の労使協議会法は、協議会の設置

を強制し、争議権を持たない労使協議会との団体交渉を実質的に意図していた。その後、

1997年の改正で「勤労者参与及び協力増進に関する法律」（以下、「勤参法」という）に名

称が変更され、現在に至っている。労使協議会は、労働者と使用者の参加と協力を通じて

労使共同の利益を増進し、産業平和を維持しながら企業の健全な発展を図ることを目的と

している（勤参法1、3条）。すなわち、労働者の集団的利益代表のための機構だけでな

く、協力的労使関係をその目的とするものである46。労働組合が勤労者団体の力により労

使間の相互利害の対立的な部分を獲得することを主な目的としているならば、労使協議会

は労使が相互の共同利害事項を相互の協力を通じて獲得することを目的としている点で違

いがある。
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図表4 労使協議機関の名称 （単位：％）

区 分 大 企 業 中小企業 計

計
労 使 協 議 会
労 使 委 員 会
労 使 懇 談 会
生産性協議会
経 営 協 議 会
そ の 他

100．0
91．3
2．7
4．0
－
0．7
1．3

100．0
82．5
2．5
8．3
1．7
0．8
4．2

100．0
87．5
2．6
5．9
0．7
0．7
2．6

出所：佐護誉『人事管理と労使関係―日本・韓国・台湾・ドイツ』泉文堂、2006年、p．134。

労使協議会は、対立的な労使関係を止揚して協助的な側面を強化するため、生産性の向

上や勤労者福祉の増進など団体交渉で扱わない事項を主な協議の対象にしており、労働組

合が組織されてない事業場では労使間の対話の窓口としての機能ももっている。使用者は、

労使協議会を通じて勤労者の実質的な協助と参与の幅を拡大し、労使問題だけではなく、

経営全般にわたり勤労者への理解を図り、勤務意欲を高めて企業の競争力と生産性を向上

させることに活用することができる。

労使協議会は、当初、主に労働組合の代替機関として位置づけられていたが、特に労働

組合が未組織の事業所において、労働者の利益を代表する補完的役割を果たすことが期待

されている。労使協議会と労働組合との関係については、韓国の法体系の下では、労使協

議会の法的性格は、労働組合とは根本的に異なる。労働組合は憲法上の保護を享有する自

主組織であるのに対し、労使協議会は、法律に基づく機関である。労使協議会の権限は勤

参法によって形づくられており、法律に規定された限度に限られる47。

韓国における労使協議機関の名称としては、「労使協議会」が最も多い（図表4）。この

他にも労使委員会、労使懇談会、生産性協議会、経営協議会などがあるものの、少数に過

ぎない。先述したとおり、韓国では1980年に労使協議会法が公布・制定されたが、ほとん

どの企業で労使協議会という名称に統一されていることがわかる。

2．労使協議会の構成と選出

勤参法第6条第1項により労使協議会は、労働者と使用者を代表する同数の委員によっ

て構成し、その数は各3人以上10人以内となっている。選出方法については、労働者を代

表する委員は、直接・秘密・無記名投票により選出されるが、過半数で組織された労働組

合がある場合には、労働組合の代表者とその労働組合が委嘱する者が労使協議会の委員と
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なる48。

一方、使用者委員は、該当事業または事業場の代表者とその代表者が委嘱する者である。

任期は3年で再任が可能であり、非常任・無報酬で活動する。労使協議会への出席および

これに直接関連のある時間に関しては勤労したとみなされる49。

3．労使協議会の運営と協議事項

労使協議会の主な目的は、労働者と使用者の双方が参加と協力を通じて労使共同の利益

を増進することである。そのために、使用者と労働者は相互の信頼に基づき互いに誠実に

協議に臨むべきとされている。

労使協議会は、3カ月ごとに定期的に会議を開催することを法的に義務付けられており、

使用者委員側が議長となる。労使協議会は公開が原則で、会議は労使委員過半数の出席で

開催され、出席委員の3分の2以上の賛成で議決される（勤参法15条）。また、労働組合

の団体交渉及びその他のすべての活動は、この勤参法による影響を受けない。

労使協議会で協議したとしても、それは団体交渉とは異なるため、当該事項を改めて団

体交渉の対象とすることは可能である。また、労使協議会で合意ないし議決されなかった

（決裂した）としても、そのことを実質的な団体交渉が決裂したと主張して争議行為に訴

えることもできない50

勤参法では、労使協議会の組織と運営に関する事項を定めた「労使協議会規定」を制定

して、協議会設置日から15日以内に雇用労働部長官に提出しなければならない。また、労

働者委員の選出時の介入・妨害の禁止、労働者委員の業務のための場所使用、協議会出席

時間などの基本的な便宜を使用者が提供するよう義務づけられている。

労使協議会は、労使間の協力的労使関係を目的とした機関であるので、その「協議事項」

は非常に広範に規定されている。具体的には、以下の事項が労使協議会の会議における協

議事項である51。

・生産性向上と成果の配分

・労働者の採用・配置及び教育訓練

・労働者の苦情処理

・労働安全衛生その他の作業環境の改善と労働者の健康増進

・人事・労務管理の制度改善

・配置転換・再訓練・解雇などの雇用調整に関する一般原則
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図表5 労使協議会の設置有無 （単位：％）

規 模 労使協議会なし 労使協議会あり 計

50－99人
100－299人
300－499人
500－999人
1，000人以上

11．9
6．8
6．2
7．5
1．7

88．1
93．2
93．8
92．5
98．3

100．0
100．0
100．0
100．0
100．0

全 体 8．5 93．5 100．0
出所：労働部『労使協議会運営実態調査及び改善方案研究』2007年、p．154。

・作業および休憩時間に関する事項

・賃金の支払方法や賃金構造、賃金体系などの改善

・新機械・新技術の導入や労働過程の改善

・就業規則の制定及び改正

・従業員持株制や労働者の財産形成に関するその他の支援

・職務発明に関連する労働者の報償等に関する事項

・労働者の福祉増進

・事業所内の労働者監督設備の設置

・女性労働者の母性保護及び仕事と家庭生活の両立支援に関する事項

・労使協力に関するその他の事項

4．労使協議制度の現状

⑴労使協議会の設置有無

労使協議会はどれくらい設置されているのか。現在、勤参法では、常時勤労者30人以上

の事業または事業場単位で必ず労使協議会を設置する強制されている。2005年を基準に労

使協議会設置状況をみると、設置率は93．5％となっている（図表5）。規模別でみると、

50－99人の比較的小規模の事業場に労使協議会が設置されていない比率が11．9％に達して

いる。規模が大きくなるほど労使協議会の設置率が増加しており、1，000人以上のほとん

どの事業場では労使協議会が設置されていることがわかる52。

労働組合が組織された事業場は、当然ながら労使協議会を設置するであろうし、非労働

組合事業場は労働組合を代替しようという努力があるため、事業場の規模が大きくなるほ

ど労使協議会の設置率は増加すると推測される。
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図表6 労働組合有無による労使協議会の設置率 （単位：％）

区 分
労使協議会の設置

計
労使協議会なし 労使協議会あり

労働組合なし 11．4 88．6 100．0

労働組合あり 7．1 92．9 100．0

全 体 9．1 90．9 100．0
出所：労働部『労使協議会運営実態調査及び改善方案研究』2007年、p．155。
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図表7 労使協議会の設置事業場の推移

出所：雇用労働部ホームページ『労使協議会設置現況』。

しかし、まだ全体の8．5％が設置していないと回答したことに注目する必要がある。

次に、労働組合有無による労使協議会の設置率をみると、労働組合がある場合に労使協

議会の設置率が相対的に高い（図表6）。これは比較的に大規模事業場の労働組合の結成

率がより高いことに起因するものと考えられる。

韓国では1998年から労使協議会の設置対象が、常時労働者50人以上から30人以上企業に

拡大された。雇用労働部の統計によると、労使協議会を設置した事業場の総数は着実に増

加している。

1998年労使協議会の総数は、26，249事業場だったのが2016年現在は51，047事業場に大幅

に増加した（図表7）。

労使協議会の設置の必要性については、労働組合の有無に関わらず、調査対象企業の8

割以上が肯定的に評価している（図表8）。
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図表8 労使協議会の必要性 （単位：％）

区 分 労働組合あり 労働組合なし 全体

労使協議制の必要性 相当大きい 8．0 9．7 9．2

概ね大きい 41．3 35．7 37．4

普通 37．3 38．9 38．4

大きくない 10．7 13．4 12．6

まったくない 2．7 2．3 2．4

計 100．0 100．0 100．0
出所：大韓商工会議所「労使協議会運営実態と改善方案実態調査」2006年。

図表9 労使協議会の開催方法 （単位：％）

定期的開催 非定期的随時開催 必要時に開催

32．0 65．1 2．8
出所：金 勲「韓国労使協議会の現状と課題」韓国労働研究院『企業レ

ベルの労使協議制度に関する国際シンポジウム』1992年、p．16。

⑵労使協議会の開催回数

労使協議会は定期的に開催することになっており、必要があれば臨時会議を開催するこ

とができる（勤参法第12条）。労使協議会の平均開催回数は、2005年基準では4．64回となっ

ている。労働組合が結成されている場合は相対的にその回数が多少多い53。労使協議会の

開催方法としては、定期的開催よりも非定期的随時開催が圧倒的に多くなっている。必要

時に開催する回答は2．8％にとどまっている（図表9）。

⑶労使協議会の付議事項

労使協議制の決定方式は、労働組合の発言権の程度によって、「合意」、「協議」、「意見

聴取」、「説明」、「報告」などに分かれる。韓国労働研究院の調査（1992）により労使協議

会の主要付議事項とその取扱いをみてみよう。調査結果によると、労使協議会法で「協議

事項」と規定されている諸事項の中で、労働者福祉施設・制度、労使紛争予防、労働者苦

情処理、安全・保険・作業環境については、協議（45％程度）、さらには合意（30％強）

が行われている（図表10）。

これに対して、労使協議会法で「報告事項」と規定されている諸事項については、意見

聴取や説明にとどまっている。これらの事項は「取り扱わない」という回答も20％を超え

韓国の団体交渉と労使協議制度の現状と特質 ―47―



図表10 労使協議会の付議事項とその取扱い （単位：％）

労使協議会の付議事項
付議事項の取扱い

合意 協議 意見聴取 説明 取扱わない
〈協議事項〉
・生産性向上の推進

11．1 31．0 26．2 18．1 13．7

・労働者の福祉施設と制度 33．6 44．3 13．6 5．8 1．8
・労働者の教育訓練・能力開発 5．5 13．1 23．6 27．6 30．2
・労使紛争の予防 40．7 41．8 8．4 2．9 6．2
・労働者の苦情処理 35．6 45．3 15．1 1．8 2．2
・安全・保険と作業環境 26．8 47．5 13．2 8．9 3．6
・人事労務管理制度
（昇進・昇格）

6．1 12．5 13．2 23．6 44．6

〈報告事項〉
・経営計画

4．3 7．6 25．1 39．8 22．9

・生産計画 11．0 16．2 14．7 37．9 20．2
・人員運用計画 8．5 21．3 18．0 31．3 21．0
・会社の業績と財務状態 3．6 8．3 20．9 56．7 10．5
出所：金 勲「韓国労使協議会の現状と課題」韓国労働研究院『企業レベルの労使協議制度に関する

国際シンポジウム』1992年、p．23。

図表11 労使協議会の協議事項

区

分

福
祉
増
大

苦
情
処
理

作
業
環
境
改
善
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康
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進

生
産
性
向
上

人
事
制
度
改
善

労
使
協
調

賃
金
支
払
方
法

採
用
、
教
育
訓
練

配
置
転
換
、
解
雇

作
業
マ
ニ
ュ
ア
ル
改
正

作
業
、
休
憩
時
間

職
務
発
明
及
び
報
償

新
技
術
、
作
業
改
善

従
業
員
持
ち
株
制
、
財
産
形
成

監
視
設
備
追
加 計

比率
（％）27．019．410．210．1 8．1 6．4 6．3 3．9 2．1 2．0 2．0 1．5 0．5 0．4 0．1100．0

出所：大韓商工会議所「労使協議会運営実態と改善方案実態調査」2006年。

ている。

労使協議会で取り上げられる協議事項をみると、「労働者の福祉増大」が27．0％と最も

多く、次いで「労働者の苦情処理」（19．4％）、「作業環境の改善と健康増進」（10．2％）、「生

産性向上」（10．1％）、「人事制度改善」（8．1％）順と多岐にわたっている（図表11）。
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図表12 労使協議会開催の成果

区分 生産性向
上 技術革新 離職率の

減少
賃金引上
げ

福利厚生
の向上 雇用安定 労使関係

の安定 その他

比率
（％） 10．3 1．2 4．5 11．8 36．9 11．2 20．8 3．3

出所：大韓商工会議所「労使協議会運営実態と改善方案実態調査」2006年。

図表13 労使協議会の運営評価 （単位：％）

区 分
労働組合有無 全 体

労働組合なし 労働組合あり
使用者側 労働者側

使用者側 労働者側 使用者側 労働者側

労使協議会
はうまく運
営されてい
るか

上手く運営さ
れている 78．0 75．2 85．2 80．8 82．1 78．4

上手く運営さ
れていない 22．0 24．8 14．8 19．1 17．9 21．5

計 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
出所：労働部『労使協議会運営実態調査および改善方案研究』2007年、p．194。

⑷労使協議会の成果と課題

大韓商工会議所が2006年に実施した調査54によると、労使協議会の開催の成果として「福

利厚生の向上」が36．9％と最も多く、次いで「労使関係の安定」（20．8％）、「賃金引上げ」

（11．8％）、「雇用安定」（11．2％）順と一定の成果がみられる（図表12）。

労使協議会がうまく運営しているかについては、全体的にみると肯定的な評価比率が高

く、使用者側の82．1％、労働者側の78．4％となっている。労働組合の有無でみると、労働

組合がある企業が労働組合のない企業より、労使ともに相対的に多少高い比率で労使協議

会がうまく運営されていると評価している（図表13）。

また、韓国労働研究院（1992）の調査によって、労使協議会の活性化および非活性化の

原因についての回答をみると、「労使協議会がうまく運営されない原因」として、使用者

側は、「形式的運営」（31．4％）、「労働者側の無理な要求」（20．2％）、「労使間の相互不信」

（17．1％）、「労使相互の無関心」（14．3％）などを挙げている。一方、労働者側は、「使用

者側の不誠実」（37．8％）、「形式的運営」（23．0％）、「労使間の相互不信」（16．2％）など

を挙げている。逆に、「労使協議会がうまく運営される原因」としては、「労使の相互信頼」

が使用者側80．7％、労働者側74．0％と労使ともに圧倒的に多い（図表14）。

以上の調査結果から、韓国の労使協議会の運営は労使双方から比較的に肯定的に評価さ
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図表14 労使協議会の活性化・非活性化の原因 （単位：％）

区 分 項 目 使用者側 労働者側

労使協議会がうまく
運営されない原因

労使双方の無関心
使用者側の誠意なし
労働者側の非協調
労働者側の無理な要求
労使間の相互不信
運営技法の不足
形式的運営
政府の消極的指導

14．3
2．9
5．7
20．0
17．1
8．6
31．4
－

10．8
37．8
－
2．7
16．2
8．1
23．0
1．4

労使協議会がうまく
運営される原因

相互信頼
使用者側の積極的関心
労働者側の積極的協調
政府の積極的指導

80．7
13．0
5．0
1．3

74．0
11．3
13．7
1．0

出所：金 勲「韓国労使協議会の現状と課題」韓国労働研究院『企業レベルの
労使協議制度に関する国際シンポジウム』1992年、p．33。

れているものの、労使間に今後克服すべき課題も多いことがわかる。

Ⅲ．団体交渉と労使協議会の関係

韓国では1980年労使協議会法制定以後、団体交渉と区別される労使協議会の独自的機能

と領域が強調されている。団体交渉と労使協議会を区分する見解は、団体交渉は労働3権

を通じて使用者を相手に自分たちの労働条件を自主的に形成していくことであるのに対し

て、労使協議会は企業経営の主体の立場から経営と関連ある事項を労使が共同で決定して

いく制度といえる。

団体交渉における交渉と労使協議会での協議は、次の点において違いがある。第一に、

団体交渉の主体は、労働者の自主的な団結体である労働組合であるが、労使協議会の労働

者委員は、従業員全体から選出される従業員代表であること、第二に、団体交渉は超企業

的に行われることもあるが、労使協議会は常に企業単位で行われること、第三に、団体交

渉が決裂されると争議行為が可能であるが、労使協議会は協議が決裂されたからといって

争議行為ができないこと、第四に、団体交渉の対象は労使間の利害関係が互いに対立する

事項がほとんどであるが、労使協議会の協議対象は労使間の共通の利害関係に関すること

も協議されうることで区別される55。
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図表15 団体交渉と労使協議会の関係 （単位：社、％）

規 模 分 離 型 連 結 型 代 替 型

全体 68（24．6） 106（38．4） 102（37．0）

300人未満
300－999人
1，000人以上

7（9．3）
23（25．8）
38（33．9）

14（18．7）
37（41．6）
55（49．1）

54（72．0）
29（32．6）
19（17．0）

出所：金 勲「韓国労使協議会の現状と課題」韓国労働研究院『企業レベル
の労使協議制度に関する国際シンポジウム』1992年、p．20。

日本と同様に、企業別組合を基本とする韓国においては、労働組合が組織されている企

業においては、団体交渉と労使協議の関係が問題となる。団体交渉と労使協議の関係とし

ては、3つのタイプに区別される。①団体交渉と労使協議を明確に区別する（労使協議で

は団体交渉事項は取り扱わない）「分離型」、②団体交渉と労使協議は別の制度として設け

られているが、団体交渉事項については労使協議でまず話し合いを行い、合意に達しない

場合に団体交渉に移行する「連結型」、③労使協議で団体交渉事項も取り扱う「代替型」

がそれである56。

韓国労働研究院の調査によると、「連結型」が38．4％と最も多く、次いで「代替型」37．0％、

「分離型」24．6％順となっている（図表15）。これは労働組合の組織単位と労使協議会の

設置単位が企業または事業場単位に重複している場合が多く、実際には両者間に多様な機

能的関係が設定され、運営されていることを示すものとして注目される。

また、団体交渉と労使協議会の関係を企業規模別でみると、労働組合の結成率が低い中

小企業の場合、労使協議会が実際、団体交渉の機能を代替する「代替型」の割合（72．0％）

が高く、規模が大きくなるほど「連結型」や「分離型」の割合が高い。ここで注目される

のは、大企業において「分離型」（33．9％）よりは「連結型」（49．1％）の割合が相対的に

高いことである。これは規模が大きいほど労使協議会と団体交渉の関係が相互補完的に運

営されているからであろう。

労働組合がある企業を対象に、労使協議会の案件と労働組合から要求があった交渉事項

との差異に対しては、「概ね同一である」（40．0％）と「多少の差がある」（38．0％）の回

答が多く、「かなり差がある」（14．7％）と「完全に区別される」（2．0％）の回答は相対的

に少ない（図表16）。したがって、労使協議会で取り上げられる労使協議会の案件と団体

交渉事項との間には大きな違いがないことがわかる。
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図表16 労使協議会の案件と団体交渉事項との区別程度

区分 完全に同
一である

概ね同一
である

多少差が
ある

かなり差
がある

完全に区
別される その他 合計

比率（％） 4．7 40．0 38．0 14．7 2．0 0．6 100．0
出所：大韓商工会議所「労使協議会運営実態と改善方案実態調査」2006年。

図表17 団体交渉と労使協議会との望ましい関係に対する労使双方の見解
（単位：社、％）

区分 労使協議のみで十
分

団体交渉との補完
が望ましい

分離運営が望まし
い 団体交渉で十分

全体 205（37．2） 253（45．9） 56（10．2） 37（6．7）

使 用 者 側
労 働 者 側

130（46．6）
75（27．6）

107（38．4）
146（53．7）

25（9．0）
31（11．4）

17（6．1）
20（7．4）

出所：金 勲「韓国労使協議会の現状と課題」韓国労働研究院『企業レベルの労使協議制度に関する国
際シンポジウム』1992年、p．20。

団体交渉と労使協議会の望ましい関係としては、使用者側は「労使協議のみで十分」と

いう見解が46．6％で最も多く、次いで「団体交渉との補完が望ましい」という見解が38．4％

を占めている。これに対して、団体交渉と労使協議を完全に分離または団体交渉のみで労

使間の問題を解決すべきであるという見解は15．1％にすぎない（図表17）。

一方、労働者側は、「団体交渉との補完が望ましい」が53．7％と最も多く、「労使協議の

みで十分」は27．6％にとどまっており、団体交渉と労使協議の関係を捉える労使間の見解

に大きな隔たりがあることがわかる。

おわりに

以上、本稿では韓国における企業レベルの労使関係制度として、団体交渉制度と労使協

議制度を取り上げ、現状とその特質について論述してきた。

韓国の団体交渉制度は、労働組合の組織形態が日本と同様、企業別組合であるため、団

体交渉も企業別交渉が一般的である。また、2011年から1企業に複数組合が認められたこ

とで、団体交渉が問題とされたが、複数組合下での団体交渉は交渉窓口を一本化し、組合

員全体の過半数で組織された労働組合が交渉代表組合となって、団体交渉が行われるよう

になった。その団体交渉の結果は、団体協約として締結され、他の組合員にも適用される

こととなっている。
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一方、韓国の労使協議制度は、日本におけるそれとは異なっており、法律によって労使

協議機関の設置が義務付けられている。労使協議機関で取り上げられる事項と団体交渉事

項との間には、重複している場合が多く大きな違いがない。団体交渉の前段階という意味

合いが強い。労使協議制度は、韓国の労使関係において団体交渉とならんで重要な役割を

演じている点は日本と同様である。

韓国の労使協議会の運営は、労使双方から比較的に肯定的に評価されているものの、労

使間に今後克服すべき課題も多い。
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